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TMT 異質性と企業業績の関係に組織文化が与える影響 
―クラン文化に着目して―

成　相　羽　海 
松　尾　琉　佑 
苧　田　颯　人

＜要　　約＞

　TMT（トップ・マネジメント・チーム）への関心が高まる中で，TMT の構成要素である異質性が

企業業績に与える影響についての研究が盛んに行われている。しかし，TMT 異質性には，情報処理理

論と社会カテゴリー化理論による相反する予測が存在するため，実証研究の結果も一貫性を欠く状況

が長らく続いている。本研究は，TMT 異質性研究におけるこの長年の課題，すなわち「異質性の効果

を左右する文脈要因の解明」に焦点を当て，異質性のメリットを統合する要因としてクラン文化に着

目する。本研究は TMT の年齢異質性，在職期間異質性，教育経験異質性と企業業績（ROA）との関

係が，クラン文化によってどのように調整されるのかを，日本の製造業上場企業を対象に定量的に検

証することを目的とする。分析の結果，年齢異質性においては，クラン文化との交差項が負の調整効

果を示すことが判明した。この結果は，TMT 異質性の研究において長年の課題であった結果の不一致

に対し，クラン文化という文脈要因からその解消に寄与するものである。またクラン文化が強くなる

ほど，年齢異質性が持つべき建設的な議論が，組織内の同調圧力によって抑制されるという，クラン

文化の負の側面が存在する可能性を示唆する。

＜キーワード＞

　TMT，TMT 異質性，組織文化，クラン文化，テキストマイニング

1．はじめに

　近年，戦略論・組織論の分野において，トップ・マネジメント・チーム（TMT）への関心が高まって

いる（中内，2001）。これは，Hambrick & Mason（1984）が提唱した経営上層部理論（UET）に基づき，

TMT のデモグラフィック特性が組織の戦略的選択とパフォーマンスに影響を与えるという認識が確立

されたためである。UET は，「組織はそのトップマネジャーたちの反映である」という前提に立ち，
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TMT メンバーの個人的特性が，彼らの認知基盤を通じて戦略的判断を規定すると主張する（Wiersema 

& Bantel, 1992）。

　この理論的視点から，TMT の異質性は中心的な研究テーマとなってきた。年齢，在職期間，教育経

験といった TMT の異質性は，情報処理理論（Pelled, Eisenhardt, & Xin, 1999）からは知識や視点の多様

化を通じた創造性や柔軟性の源泉として期待される一方で，社会カテゴリー化理論（Tajfel, 1982）から

は，属性の違いによる内集団と外集団の分断を通じた対立や意思決定の遅延の原因として指摘されてい

る。このように理論的には相反する予測が存在するため，実証研究の結果も一貫性を欠く状況が長らく

続いている（Wiersema & Bantel, 1992）。この結果の不一致は，ダイバーシティの効果が組織内外の文脈

要因によって調整されることを強く示唆している（Hambrick, 2007）。

　本研究は，TMT ダイバーシティ研究におけるこの長年の課題，すなわち「異質性の効果を左右する

文脈要因の解明」に焦点を当てる。先行研究では，異質性のメリットを統合するためには TMT 内の行

動統合（情報交換，協働行動，共同意思決定の相互作用）が重要であることが示唆されている（Hambrick, 

1994; Simsek et al., 2005）。本研究は，その行動統合を促進する要因として組織文化，特にクラン文化に

着目する。クラン文化は，相互信頼や協調性を基盤とし，TMT 内の心理的安全性を高め，情報交換や

協働行動を円滑化する特性を持つ（Moorman, 1995; 北居，2011a・b）。したがって，本研究は，TMT の

異質性と企業業績（ROA）との関係が，クラン文化によってどのように調整されるのかを，日本の製造

業上場企業を対象に定量的に検証することを目的とする。この検証を通じて，異質性の効果を一律に評

価するのではなく，その発揮される環境（文化的文脈）を考慮に入れることで，異質性の効果に関する

理論的枠組みの精緻化を目指す。

　本研究は以下のように構成される。2 章では UET および組織文化の理論について紹介した後，仮説

を設定する。3・4 章で分析の方法と結果について述べる。最後に 5 章では本研究のディスカッション

を行う。

2．理論と仮説

（1）経営上層部理論（Upper Echelons Theory）の概要

　本章では，本研究で実証する「TMT 異質性と企業業績の関係に対する組織文化の影響」の背景にあ

る理論部分について記述する。第 1 節で Upper Echelons Theory（以下，UET）の議論を概説した上で，

第 2 節で UET における行動統合の重要性を示す。次に，第 3 節で組織文化について概説し，第 4 節で

クラン文化と行動統合の繋がりについて論じ，本研究の仮説を導出する。

　まず第 1 節では，本研究の中心的概念「行動統合」の説明の前段階として，UET 既存研究の議論を

概説する。UET は，Hambrick & Mason（1984）によって提唱された理論であり，経営者の属性が組
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織の意思決定および業績に影響を及ぼすことを説明するものである。従来の経営学研究では，企業業績

は主として外部環境や組織構造などマクロな要因によって説明される傾向が強かった。しかし，

Hambrick らは，組織の戦略的選択やパフォーマンスは「経営者という人的要素を通じて形成される」

と主張し，経営者の認知的枠組みや価値観が重要な決定要因であると指摘した。この UET の基本的前

提は，限定合理性（bounded rationality）の概念に基づいている。限定合理性とは，経営者は完全な情報

と無限の処理能力を持つ合理的意思決定者ではなく，自らの経験，教育，価値観などを通じて世界を解

釈し，その認知的フィルターを通して戦略的判断を行うという理論である（Hambrick & Mason, 1984）。

したがって，経営者個人の特性（例：年齢，教育，職務経験，在任期間など）が，組織行動や戦略的選択を

規定するというのが，UET の核心的な主張である。この理論は，経営上層部のデモグラフィ特性と企

業業績の関係を調べる実証研究の出発点となった。例えば，経営上層部の教育水準が高い企業ほど革新

的戦略を採用しやすい，あるいは年齢が高い経営者ほどリスク回避的であるといった仮説が検証され，

多くの研究が蓄積されてきた（Finkelstein & Hambrick, 1996）。

　UET の発展とともに，研究の焦点は個人レベルの属性から，Hambrick & D’Aveni（1992）や

Carpenter, Geletkanycz & Sanders（2004）のように TMT 全体の構成の異質性へと拡張された。以下

TMT の定義に関しては，谷川（2018）に倣う。既存研究においてこの TMT の定義・範囲は一貫して

おらず，2 つの方向性がある。実際の企業や組織の役職と結びつけない抽象的な存在としての定義と，

実際の企業や組織の役職と関連させた具体的な存在としての定義がある。抽象的な定義は，実際の企業

や組織の役職とは結びつけないため，既存研究を踏まえた包括的な議論を行う際に適する。本研究にお

いては，TMT 異質性に関する実証研究の前段階として，既存の TMT 研究の議論を広く把握し仮説の

導出を行う。このような本研究の性格を踏まえると，前者の抽象的な定義が適する。したがって，本研

究では前者に該当する Nielsen（2010）のものを援用し，TMT を「企業の戦略形成に直接的な影響を

及ぼすトップの経営幹部」と定義する。次に，Pelled（1996）を援用し，「異質性（heterogeneity）」を「集

団構成員が特定の属性において互いにどの程度異なっているかを示す度合い」と定義する。この TMT

異質性に関する議論は，単一の経営者ではなく複数人の経営上層部チームの認知的構成が，意思決定過

程や組織成果にどのように影響するかを問う視点である。この流れの中で，「TMT の異質性が，戦略的

柔軟性や革新性を高めるのか」，それとも「意思決定の遅延やコンフリクトを引き起こすのか」という

議論が活発に展開された。TMT の多様性に関する理論的説明としては，主に情報処理理論（information 

processing theory）（Galbraith, 1973）と社会的カテゴリー化理論（social categorization theory）（Tajfel, 

1982）の 2 つが援用されている。前者は，異なる知識・経験を持つメンバーが集まることで情報の多様

性が増し，より創造的かつ柔軟な意思決定が可能になると主張する（Carpenter, 2002; Bantel & Jackson, 

1989）。この観点からは，多様性は正の効果をもたらすと期待される。一方，社会的カテゴリー化理論は，

人間は自他をカテゴリーに分けて認知する傾向があるため，属性の違いが大きいチームほど内集団・外

集団の分断が生じ，対立やコミュニケーションの摩擦が起こりやすいと指摘する（Tajfel, 1982; Williams 
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& O’Reilly, 1998）。この理論に基づけば，多様性はむしろ負の影響を与える可能性がある。このように，

TMT 多様性の影響に関する研究は，理論的には相反する方向性を持つ 2 つの枠組みに支えられており，

実証研究の結果も一貫していない。このような結果の不一致は，多様性の効果が組織内外の文脈要因に

よって調整されることを示唆している。すなわち，多様性そのものが一律に良し悪しを決めるのではな

く，TMT 内あるいは企業内のケイパビリティや競合企業の動向といった組織内外の文脈要因によって，

多様性の効果は変化するのである。たとえば，Carpenter（2002）は，TMT の異質性が企業業績に与え

る影響は，企業の国際化戦略や環境ダイナミズムといった外部文脈によって変化すると主張し，

Simons et al. （1999）は，TMTの多様性が有効に機能するかは，チーム内部の信頼・議論の開放性によっ

て決まるとした。

（2）行動統合

　本節では，本研究の中心的概念である「行動統合」の重要性を示す。Hambrick（1994）は，TMT を

単なる「集団」ではなく，真に「チーム」と呼ぶための前提条件として，行動統合（behavioral 

integration）という概念を提示した。これは，集団が行う相互的かつ集団的な相互作用（情報交換，協調

行動，共同意思決定を含む）の程度を示す概念である（Hambrick, 1994）。のちに Simsek et al. （2005）は，

行動統合は，相互に関連しながらも異なる 3 つの構成要素（情報交換，協調行動，共同意思決定）から成

る多次元的な概念と定義した。すなわち，行動統合とは，TMT 内で知識や意見を積極的に共有し，互

いに協力しながら重要な意思決定を共同で行う状態を指す。本研究ではこれらの既存概念を踏襲し，行

動統合を，集団が情報交換，協調行動，共同意思決定の 3 つの構成要素からなる相互的かつ集団的な

相互作用を及ぼしている状態と定義する。また，その程度を行動統合度と定義する。第一に，情報交換

（information exchange）は，TMT 内でメンバーが持つ知識や情報をどの程度共有しているかを表す。多

様なバックグラウンドをもつ経営陣が情報を交換することで，意思決定の質が向上し，環境変化に対す

る理解が深まる（Simsek et al., 2005）。第二に，協働行動（collaborative behavior）は，メンバー同士が競

合するのではなく，互いに支援しあい，共通目標に向けて協力する行動を指す（Lubatkin et al., 2006）。

この側面は，TMT の結束性や信頼関係の強さを反映する。第三に，共同意思決定（joint decision 

making）は，CEO など特定の個人に権限が集中せず，チーム全体で重要な戦略的意思決定に参加して

いる程度を示す（Hambrick, 1994）。合議的な意思決定は，チーム全体の納得感や戦略的一貫性を高める

とされている。

　以上 3 つの構成要素からなる行動統合は，Hambrick（1994）では集団がチームであるための前提条

件として扱われたが，その後の研究では，多様性と業績との関係を調整するモデレーターとしての役割

が注目されている（Ling et al., 2008）。第 1 節にて先述した多様性の効果を調整する組織内外の文脈の 1

つとして，行動統合が採用されることがあるということだ。多様性の高い TMT では，認知的視点の幅

が広がる一方で，意見の衝突やコミュニケーション障害も生じやすい（Williams & O’Reilly, 1998）。この
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ような状況下で，行動統合度が高いチームでは，相互信頼や情報共有が促進され異質な知識や価値観が

効果的に統合されるため，多様性の「負の側面」が緩和される（Simsek et al., 2005）。このように，

TMT 異質性と企業業績の関係は，TMT 内部の行動統合度によって左右されることが示唆されている。

　では，この行動統合を支える要因は何か。本節では，既存研究に基づき主な候補を提示し，その根拠

を述べる。本節では，先行研究に基づき主な候補を提示し，その理論的根拠を述べる。第一に，リーダー

シップ特性である。Simsek et al.（2005）は，CEO が意思決定を分権化し，透明性の高い情報共有を

行うほど，TMT 内の行動統合が高まることを示している。また，Ling et al.（2008）も同様に，リーダー

シップ行動が TMT の協働的意思決定を促進することを実証的に補強している。第二に，組織文化が挙

げられる。Lubatkin et al.（2006）は，共有規範・信頼・相互尊重といった文化的価値が，TMT 内の

協働的行動を支える基盤であると指摘する。特に，クラン文化はメンバー間の相互信頼と一体感を高め，

行動統合を強化する文化的条件として注目されている。第三に，外部環境のダイナミズムである。不確

実性が高い環境下では，迅速な意思決定と情報共有が求められるため，行動統合の重要性が増大する

（Lubatkin et al., 2006）。まず前提として，行動統合は多層的に規定される現象とされている（Simsek et 

al., 2005）。これらの要因はいずれも行動統合を支える潜在的要素と考えられるが，本研究ではこの中で

も理論的整合性が最も高い「組織文化」に焦点を当て，TMT 異質性に対する調整効果を検証する。以下，

組織文化を採用する理論的根拠を述べる。第一に，クラン文化と行動統合の特性が極めて整合的である

点だ。次節で詳しく解説するクラン文化は，相互信頼・協調・家族的な価値を重視し，メンバー間の信

頼関係や心理的安全性を高め，多様な意見交換を促進する。この特性は，行動統合の 3 要素（情報交換・

協働行動・共同意思決定）と密接に対応している。第二に，組織文化は組織レベルの文脈である点である。

行動統合は多層的に規定されると想定されており，組織レベルの文脈要因がチームレベルの文脈に影響

を与え，それが行動統合を支える（Simsek et al., 2005）。すなわち，組織レベルの文脈は基盤的条件と

して作用する。だが既存研究では，組織レベルの文脈に関しては，企業規模や企業年齢といった定量的

な要素しか実証されておらず，文化的側面を扱った研究は十分に蓄積されていない。そこで本研究では，

組織レベルの文脈であり，かつ行動統合との関係が実証されていない組織文化を取り上げることに意義

を見出した。以上 2 点の理論的根拠から，組織文化は行動統合を支える要因として実証に値する価値

を持っていると考える。この考えに基づき，次節では組織文化について概説する。

（3）組織文化

　最初に組織文化の定義について確認する。組織文化は，組織の構成員がどのように考え，感じ，行動

するかを方向づける根源的な枠組みとして，組織行動論や経営学において長らく注目されてきた概念で

ある。Denison（1984）は，組織文化を「価値観や信念，行動のパターンの集合」と定義し，文化を組

織全体に共有された行動傾向として捉えた。一方で，O’Reilly & Chatman（1996）は，組織文化を「共

有された価値のシステムと，組織メンバーの適切な態度や行動を定義する規範」と位置づけ，文化の規
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範的・統制的側面を強調している。さらに Schein（1996）は，組織文化を「グループにおいて，様々

な環境をどのように認識し，考え，反応するかを決定する，共有された暗黙の前提のセット」として捉

え，文化の深層的・無意識的な性質に焦点を当てた。

　これらの定義に共通しているのは，組織文化が単なる表面的な行動様式ではなく，組織メンバーの価

値観や思考様式，意思決定に深く影響を及ぼす社会的構造であるという点である。本研究では，実証研

究に入る前に，組織文化に関するいくつかの先行研究をレビューする。

　組織文化の研究は組織の成功とパフォーマンスに深く関わっており，学術面で大きな注目を集めてい

る（Carvalho et al., 2023）。2018 年以降の論文発表数は，増加傾向にあり，この急増は，職場環境の進

化する性質と，組織文化が組織の成功における重要な要素として認識されていることに起因する可能性

がある。例えば，組織文化は企業が持続的な競争優位性を確立する上で重要な無形資産とされており，

危機や不確実性の高まる環境下で組織のレジリエンス（回復力）を高める要因としても機能する点が指

摘されている。また，DX やイノベーションの推進においては，変化を受け入れ新しい価値創造を支え

る文化的基盤が不可欠であり，組織文化が変革の成否を左右するとの議論が進んでいる。

　組織文化研究の中で，組織文化は様々な分類方法が試みられているが，最も頻繁に用いられている分

類方法は，Cameron & Quinn（2006）によって提唱された，Competing Values Framework（CVF）で

ある（北居，2011a・b）。CVF は組織文化を 2 つの軸で分類して 4 つの象限に整理する理論であり，従

来の単一視点による組織文化の分類方法よりも，多元的な分析を可能にするものである。一つ目の軸は

「柔軟性（Flexibility）と安定性（Stability）」である。柔軟性志向の組織は，変化や適応を重視し，環境

や市場の不確実性に迅速に対応できる能力を持つ。一方で，安定性志向の組織は，組織の秩序や規律な

どを順守する傾向にあり，計画的な管理を重視する。二つ目の軸は「内部志向（Internal Focus）と外部

志向（External Focus）」である。内部志向の組織は組織内の結束や協調，人材育成などのプロセスを重

視する傾向にある。一方で，外部志向の組織は，市場や顧客，競合などの外部環境への適応，イノベー

ションなどを重視する傾向にある。このような二つの次元を組み合わせることで図 1 のように，4 つの

組織文化のタイプに分類することができる。以下ではそれぞれの文化について説明していく。

　アドホクラシー文化は，高い柔軟性と外部志向性を持ち合わせる組織文化だ。この文化は，日本では

「イノベーション文化」とも訳され，新しい機会に素早く適応して革新的なサービスや商材を創り出す

ことを目指し，柔軟性，適応性，創造性を促進することを目標としている。

　マーケット文化は，高い安定性と外部志向性を持ち合わせる組織文化だ。この文化を持つ組織は，内

部で生じる物事よりも，市場環境に対してより力を注ぐ傾向にある。またこの組織の秩序はルールでは

なく主に取引を通じて形成されるという特徴がある。

　ヒエラルキー文化は，高い安定性と内部志向性を持ち合わせる組織文化だ。この組織の下では，問題

なくスムーズに仕事を進められるように，組織を維持することが重要である。そのため，計画どおりに

製品やサービスを提供し，継続的に効率性を確保することが重要な課題となる。また，組織全体を統一
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的に運営するためには，明確な規則や方針の整備が不可欠であり，これらが組織の結束を支える要素と

なっている。

　クラン文化は高い柔軟性と内部志向性を持ち合わせる組織文化だ。この文化は日本企業に特有のもの

で，いわゆる家族的な文化である。Ouchi（1981），Pascale & Athos（1982），Lincoln et al.（2003）な

どの研究によると，共通の価値観（Shared Value）や共通の目標，組織内の団結，社員の参加，個性の

重視，そして「われわれ」という一体感がクラン型の企業に浸透しており，経済的な実態というよりむ

しろ親類縁者のような，まるで家族のように見える（Cameron & Quinn, 2006）文化である。クラン文化

の組織は忠誠心と伝統を根拠に強く結びついており，団結力や組織への参加，意見の一致に大きな価値

が置かれている。

　クラン文化の特徴の一つである，信頼関係や相互扶助の行動が，コミュニケーションを活性化させ，

双方向的な情報の流れを生み出す一因となる可能性が示唆されている。

　クラン文化が，コミュニケーションを活性化させ，双方向的な情報の流れを生み出す可能性が指摘さ

れている。Moorman（1995）は，アメリカの広告会社におけるマーケティング担当副社長を対象に実

施した質問紙調査の結果，クラン文化が情報処理プロセスを促進することを明らかにした。この結果を

踏まえ，Moorman（1995）は，クラン文化に特有の信頼関係や相互支援的な行動が構成員間の意思疎

通を活性化し，双方向的な情報の流れを促進する可能性を指摘している。さらに，クラン文化が生み出

す組織へのコミットメントが，構成員間の協働や相互作用の量的・質的向上に寄与する可能性にも言及

している（北居，2011a・b）。このように，クラン文化は組織内の信頼関係や協働を基盤として，情報共

有や意思疎通を円滑化し，組織全体の統合を高める重要な文化的要素であるといえる。

柔柔軟軟性性

内内部部志志向向 外外部部志志向向

安安定定性性

ククラランン文文化化
CCllaann  CCuullttuurree

アアドドホホククララシシ――文文化化
AAddhhooccrraaccyy  CCuullttuurree

ヒヒエエララルルキキーー文文化化
HHiieerraarrcchhyy  CCuullttuurree

ママーーケケッットト文文化化
MMaarrkkeett  CCuullttuurree

図 1　Competing Values Framework（CVF）による組織文化の分類

Cameron & Quinn（2006）をもとに筆者作成
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（4）クラン文化と行動統合の関係

　前章で述べた「多様性の効果が一貫しない」という UET における問題は，文化的文脈の違いを考慮

することで再解釈できる余地があると考えられる。すなわち，組織内の信頼関係や協働を基盤として情

報共有や意思疎通を円滑に行うクラン文化の下では，TMT 内での異質性が必ずしも分裂を生むのでは

なく，行動統合を促進することでむしろ多様な意見を建設的に統合する方向に機能しうると推察する。

　では，クラン文化が TMT 内の行動統合を促進すると考えられる理由を述べる。それは，クラン文化

が行動統合の 3 要素（情報交換，協働行動，共同意思決定）（Hambrick & Mason, 1984）を組織全体レベルで

支える文化的基盤と考えられるためである。クラン文化を有する企業では，信頼やチームワーク，相互

支援が重視され，組織全体における情報共有・協働・合議的意思決定が促進される（Cameron & Quinn, 

1999）。そして，組織（企業全体）レベルの概念であるクラン文化は，チームレベルの行動統合にも影響

を及ぼす。これは，より高次レベルの文脈要因がシステムのより低次レベルに影響を及ぼすと主張する

上位文脈効果に裏付けられる（Kozlowski & Klein, 2000）。以下，その具体的なプロセスを記述する。

　クラン文化は，組織全体に「家族的な一体感」「チームワーク」「人間的関係性の重視」といった価値

を根付かせる文化である（Cameron & Quinn, 1999）。この文化的特徴は，TMT 内部においても自然に情

報の自由な流通を促進する。すなわち，組織全体における信頼と開放性の規範が確立していれば，

TMT メンバー間でも立場や専門分野を越えた情報交換が活発化し，異なる視点が相互補完的に活用さ

れやすくなる。また，クラン文化では上下関係よりも協働や相互支援が奨励されるため，TMT 内にお

いても協働行動が自然に発生しやすい。これは，メンバーが競争的・防衛的に行動することを抑制し，

異質な意見を受け入れる心理的安全性（psychological safety）を高めることによって実現する

（Edmondson, 1999）。さらに，クラン文化の下では，意思決定が中央集権的ではなく，参加型・合議的

な傾向を持つため（Denison & Mishra, 1995），TMT における共同意思決定も促進される。すなわち，

CEO 主導型ではなく，チーム全体が戦略的意思決定に参画する風土が形成され，組織レベルの文化が

TMT の社会的ダイナミクスに影響を及ぼす。このように，クラン文化は TMT 内の行動統合の 3 側面

をすべて支える上位文脈として機能する。したがって，クラン文化は異質な TMT が持つ多様な知識や

視点を建設的に活かす土壌であるが故に行動統合を促進する役割を持ち，結果として TMT 異質性の効

果を正の方向に導くと考えられる。

　また，クラン文化は TMT の枠を超え，企業全体の情報流動性を反映する点でも重要である。行動統

合は TMT 内のメンバー間関係に焦点を当てているため，企業内他部門や現場レベルからの情報吸収，

フィードバックの促進など，組織全体の知識循環は十分に捉えられない。これに対し，クラン文化は従

業員間の信頼や帰属意識を通じて，TMT 外部からの情報流入や，下位層との双方向的な意思決定プロ

セスを促進する（Denison & Mishra, 1995）。したがって，クラン文化をモデレーターに置くことで，

TMT 異質性の効果が企業全体の文化によってどのように増幅または抑制されるかを，従来の行動統合

度をモデレーターに置いた場合より包括的に分析できる。
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　以上より，クラン文化は単なる代替変数ではなく，行動統合を促進しつつ企業全体の情報流動性とい

う恩恵を TMT にもたらす存在であるため，モデレーターとして理論的に妥当である。

（5）TMT 異質性の測定尺度

　本研究では，先行研究で広く用いられてきた「年齢の異質性」「在職年数の異質性」「教育経験の異質

性」の 3 つの指標に基づき，TMT の異質性を検証する。

　「年齢の異質性」は個人の経験を代理するものであり（Herrmann & Datta, 2005），個人の持つ価値観

や知覚における相違を表す概念として理解されてきた（Hambrick & Mason, 1984）。また，Beckman & 

Burton（2011）が指摘するように，近年はヘッドハンティング企業の発展により TMT 内部の人材流動

性が高まっており，その結果として経営層の年齢構成も一層多様化している。こうした状況を踏まえ，

谷川（2018）は TMT 内の年齢異質性に着目することは，実務的にも学術的にも重要な意義を持つと述

べている。

　「在職期間の異質性」は，組織内の知識共有やパフォーマンスに影響を及ぼす重要な要因であるとさ

れている（Zhang, 2015）。Pfeffer（1983）も，ほぼ同時期に組織へ参入したメンバーは類似した出来事

を経験するため，思考様式やアイデンティティが近づき，結果として組織の結束が強まると指摘する。

また Pfeffer（1985）では，加入時期の近さがメンバー間のコミュニケーションを促進することで，組

織の一体性がさらに高まる点にも言及している。

　「教育経験の異質性」は，個人の性格や態度，認知様式と関連するとされている（Holland, 1976）。また，

教育経験は，個人のキャリア全体にわたる職務経験とも関係していることが指摘されている（Miller, 

1968）。これらの知見を踏まえ Bantel & Jackson（1989）は，異なる教育経験を持つメンバーで構成さ

れる組織は，問題解決に際して多様な視点を活用できる可能性があることを示唆している。

本研究では，以上の議論に基づき，以下の 3 つの仮説を検証する。

　仮説 1：TMT の年齢の異質性と企業の ROA の関係は，クラン文化によって正の方向に調整される。

　仮説 2： TMT の在職年数の異質性と企業の ROA の関係は，クラン文化によって正の方向に調整さ

れる。

　仮説 3： TMT の教育経験の異質性と企業の ROA の関係は，クラン文化によって正の方向に調整さ

れる。
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3．分析方法

（1）データとサンプル

　本研究では，東証プライム上場の日本の製造業のうち，2022 年度の製造業における時価総額ランキ

ングにおいて上位 250 位までの企業を対象とした。欠損値が存在する企業を除外し，最終的に 101 社

が本研究における分析対象となった。戦略的裁量権の理論（Hambrick & Finkelstein, 1987）に基づくと，

外部環境の不確実性が TMT の裁量権に影響しており，TMT の特性の影響をより純粋に測定するため

には，外部環境の不確実性を抑制した業界を選択する必要がある。製造業は，他の主要産業，特に金融

業や IT 業と比較し，技術や市場の変動が比較的穏やかな業界であるため，本研究のサンプルとして適

している。Tanikawa（2016）など，様々な先行研究で製造業がサンプルとして選択されている。実証

分析においては具体的な定義が必要であるため，2 章にて先述した TMT の定義と併せて，谷川（2018）

を参考に「役員四季報に記載されている常勤の役員」と便宜的に定義する。TMT の年齢，在職期間，

教育経験，TMT 規模については，Tanikawa（2016）を参考に，東洋経済社の「役員四季報 2023 年版」

（2022 年度のデータを収録）から取得し，ROA，企業規模，創業年数については日経 NEEDS から取得し

た。ROA についてはタイムラグを考慮し，2023 年度のデータを取得し，企業規模，創業年数について

は TMT に関するデータと同様に 2022 年度のデータを取得した。

（2）測定尺度

1）従属変数

　従属変数は先行研究に合わせて，企業業績の尺度である ROA を用いた。既存の経営戦略論などの研

究では，企業の財務業績として ROA が採用される傾向にあり，ROS を採用する研究も存在するが，

中小企業を対象とした TMT 研究に採用される傾向がある（谷川，2018）。本研究は大企業を対象として

いるため，ROA が従属変数として適していると判断した。

2）独立変数

　独立変数は TMT の異質性である。中でも先行研究で多用されている，年齢異質性，在職期間異質性，

教育経験異質性の三つを選出した。中内（2001）を参考に，年齢異質性は TMT メンバーの年齢の標準

偏差によって求め，在職期間異質性は TMT メンバーが当該企業で過ごした年数の標準偏差によって求

めた。教育経験異質性は Hambrick（1994）を参考に，ハーフィンダール指数を用いて測定した。計算

式は以下の通りである。

H＝1－∑n
i＝1　Pi

2

　H は教育経験の異質性の指標であり，値が大きいほど異質性が高いと判断される。n は教育経験のカ
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テゴリー数を表し，P は各カテゴリーにおける TMT メンバーの割合を表す。カテゴリー分けは

Hambrick（1994）をもとに行い，エンジニアリング＝1，サイエンス＝2，経営学＝3，経済学＝4，リ

ベラルアーツ（文化・人類学）＝5，法学＝6，経営学以外のビジネス（会計，金融）＝7，その他＝8，最

終学歴が大卒以外＝9 とした。各 TMT メンバーがどのカテゴリーに属するかは，最終学歴における大

学の学部から判断した。

3）モデレーター変数

　第 2 章で述べたように，経営理念は組織文化と深く関わっている。そこで本研究では，柴野（2020）

の手法を参考に，経営理念のテキストマイニングを通じて組織文化を定量的に捉えることを試みる。柴

野（2020）は，企業理念を「組織体として公表している，成文化された価値観や信念」（高尾・王，2012; 

野林，2019）と定義している。また，企業理念を「組織文化の代理変数として，可視化された人工物」

と位置づけ，そのテキストデータを分析対象としている。

　本研究では，2022 年度の各企業のホームページから経営理念の文章を収集し，テキストマイニング

ツール KH Coder を用いて形態素解析を行った。

　その結果得られた単語の中から，クラン文化を示すキーワード（例：協調，信頼，感謝，忠誠など）の

出現数を算出し，経営理念の総単語数で割った値を「クラン文化度合い」として，モデレーター変数に

設定した。なお，クラン文化を表すキーワードは，先行研究においてクラン文化の特徴を説明する際に

用いられている語を基に選定した。例えば東ソーの経営理念は「企業理念：私たちの東ソーは，化学の

革新を通して，幸せを実現し，社会に貢献する。SPIRIT 1 挑戦する意欲，2 冷たい状況認識，3 熱い

対応，4 持続する意志，5 協力と感謝　メッセージ：明日のしあわせを化学する」である。この中で「協

力」「感謝」の 2 語がクラン文化を表すキーワードであり，総ワード数が 33 語であるため東ソーのク

ラン文化度合いは，2/33＝0.0606…と計算される。

　さて，先行研究ではモデレーター変数として行動統合度が用いられることが一般的とされてきたが，

本研究ではモデレーター変数に組織文化に関する変数（クラン文化度合い）を設定した。モデレーター変

数として，アンケート調査などによって測定した統合行動度でなくクラン文化を採択することは，分析

レベルと内生性の観点からも理論的整合性を持つ。行動統合は，TMT 内部の相互作用を示すチームレ

ベルの状態であり，TMT のデモグラフィ変数（年齢・学歴・在職期間などの異質性）から直接的な影響を

受けることが知られている（Simsek et al., 2005; Ling et al., 2008）。つまり，行動統合度をモデレーター

として扱うと，独立変数である TMT 異質性との間に高い共分散が生じ，内生性（endogeneity）の問題

が発生するリスクがある。これに対し，クラン文化は企業全体に共有される組織文化であり，TMT 内

部の構成とは独立した上位文脈として位置づけられる。そのため，TMT 異質性との共分散の懸念を回

避しつつ，より安定したモデレーターとしての効果を検証できる。

4）コントロール変数

　コントロール変数については，谷川（2018）を参考に選定した。
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　①企業規模（全従業員数を対数化した値）

　② TMT 規模（TMT メンバーの人数）

　③創業年数

　④ TMT 平均年齢（仮説 1）

　⑤ TMT 平均在職期間（仮説 2）

（3）分析方法

　ロバスト標準誤差を用いた重回帰分析を行った。

4．分析結果

　表 1 ～表 3 に本分析の基本統計量，相関表，そして重回帰分析の結果を示した。

表 1　基本統計量

平均値 標準偏差 最小 最大

年齢異質性

在職期間異質性

教育経験異質性

クラン文化

ROA
平均年齢

平均在職期間

企業規模

TMT 規模

創業年数

3.951
8.697
0.655
4.481
4.980

63.795
34.636
9.763
7.396

82.376

2.176
5.550
0.143
6.607
3.939
3.337
8.892
1.221
2.316

22.772

1.166
0.000
0.000
0.000

－11.829
49.333
4.818
6.402
3.000

13.000

12.128
29.472
0.827

36.731
23.287
78.625
57.875
12.835
20.000

134.000

　重回帰分析の結果において，モデル 1 から 3 は仮説 1 を検証するためのモデル群である。モデル 1

はコントロール変数のみ，モデル 2 は年齢異質性とクラン文化度合いを追加し，モデル 3 では年齢異

質性とクラン文化度合いの交差項を追加した。モデル 3 において交差項の係数が 10％水準で負に有意

（β＝0.0496，p＜0.1）となっていることから，仮説 1 とは逆の結果となり，仮説 1 は棄却された。すな

わち，TMT の年齢異質性と企業業績の関係はクラン文化度合いによって負の方向に調整されることが

示唆された。

　モデル 4 から 6 は仮説 2 を検証するためのモデル群である。モデル 4 はコントロール変数のみ，モ

デル 5 は在職期間異質性とクラン文化度合いを追加し，モデル 6 では在職期間異質性とクラン文化度
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合いの交差項を追加した。モデル 6 において交差項は有意ではないため，仮説 2 は棄却された。

　モデル 7 から 9 は仮説 3 を検証するためのモデル群である。モデル 7 はコントロール変数のみ，モ

デル 8 は教育経験異質性とクラン文化度合いを追加し，モデル 9 では教育経験異質性とクラン文化度

合いの交差項を追加した。モデル 9 において交差項は有意ではないため，仮説 3 は棄却された。

5．ディスカッション

　本研究では，TMT の異質性と企業業績（ROA）との関係が，クラン文化によってどのように調整さ

れるのかを，日本の製造業上場企業を対象に定量的に検証することを目的として実証研究を行った結果，

以下のことが示された。

　仮説 1 の結果，クラン文化は TMT の年齢異質性と企業業績の関係を負に調整する傾向が示唆された。

これは，クラン文化が TMT の年齢異質性のマイナス面を緩和するという理論的期待に反するものであ

る。この予期せぬ結果は，クラン文化の負の側面が，年齢異質性が持つ潜在的なメリットを打ち消した

ことに起因すると考えられる。クラン文化は「協調性」や「相互信頼」を重視するが，この価値観が強

まると，TMT 内で同調圧力を引き起こす。年齢の異質性は，本来，異なる世代の経験や知識に基づい

た認知的な対立（建設的なコンフリクト）を生み出し，これを通じて質の高い意思決定や革新的な戦略を

導く源泉となる。しかし，強いクラン文化の下では，この建設的なコンフリクトが「和を乱す行為」と

して抑制される。その結果，TMT は異質な視点を受け入れる機会を失い，年齢異質性が持つ多様な情

報資源が意思決定プロセスに十分に統合されず，ROA へのプラスの影響が打ち消された，あるいは相

殺されたと考察される。

　仮説 2，3 では有意にならず，仮説 1 では有意になった，すなわち年齢異質性のみにクラン文化のモ

デレーター効果が作用した現象は，年齢異質性が他の異質性と異なり，単なる経験や知識の差だけでな

く，権威の差を生み出すからであると考えられる。年齢の違いは上下関係や尊敬の念に直結し，これに

より若年者から年長者に対して意見の交換において，「遠慮」といった感情的なプロセスが発生すると

思われる。この感情はクラン文化の傾向が強い企業においては同調圧力により強さを増し，結果として

建設的な議論が大きく抑制されたと考えられる。

　本研究の貢献点としては，以下の点が挙げられる。

　第一に，TMT の年齢異質性が企業業績に与える影響は，常に一定ではなく，クラン文化に依存して

いることを示唆した点である。これは，TMT 異質性の研究において長年の課題であった結果の不一致

に対し，組織文化という文脈要因からその解消に寄与するものである。

　第二に，本研究は，クラン文化の負の側面についても示唆した。TMT の年齢異質性とクラン文化の

交差項が負の値で有意性を示したことで，クラン文化がもたらす同調圧力という負の側面が，異質性か
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表 2　相関表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 ROA 1.000
2 年齢異質性 0.236 ＊＊ 1.000
3 在職期間異質性 0.243 ＊＊ 0.256 ＊＊＊ 1.000
4 教育経験異質性 0.012 0.192 ＊ 0.098 1.000
5 クラン文化 0.054 －0.129 －0.072 －0.039 1.000
6 平均年齢 －0.010 0.422 ＊＊＊ 0.083 0.210 ＊＊ 0.051 1.000
7 平均在職期間 －0.067 0.013 －0.158 0.132 0.163 0.547 ＊＊＊ 1.000
8 企業規模 －0.299 ＊＊＊ 0.064 0.048 0.158 0.113 0.368 ＊＊＊ 0.203 ＊＊ 1.000
9 TMT 規模 －0.146 0.027 0.032 0.503 ＊＊＊ －0.068 0.060 0.119 0.263 ＊＊＊ 1.000

10 創業年数 －0.104 －0.223 ＊＊ 0.001 0.155 0.055 0.254 ＊＊ 0.644 ＊＊＊ 0.207 ＊＊ 0.188 ＊ 1.000
＊＊＊，＊＊，＊は，それぞれ 1，5，10% 有意を表す。

表 3　重回帰分析の結果

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）

年齢異質性 0.5391 ＊＊＊ 0.7000 ＊＊＊

（0.2022） （0.2171）
在職期間異質性 0.1991 ＊＊＊ 0.2262 ＊＊

（0.0627） （0.0867）
教育経験異質性 3.5200 2.5349 

（3.1370） （4.1544）
クラン文化 0.0726 0.2237 ＊＊ 0.0565 0.0942 0.0510 －0.0879 

（0.0444） （0.1103） （0.0436） （0.0734） （0.0442） （0.3321）
年齢異質性×クラン文化 －0.0496 ＊

（0.0288）
在職期間異質性×クラン文化 －0.0061 

（0.0115）
教育経験異質性×クラン文化 0.2102 

（0.4890）
平均年齢 0.1476 －0.0410 －0.0212 

（0.1113） （0.1470） （0.1441）
平均在職期間 0.0143 0.0404 0.0430 

（0.0481） （0.0450） （0.0456）
企業規模 －1.0234 ＊＊＊ －0.9974 ＊＊＊ －1.0613 ＊＊＊ －0.8921 ＊＊＊ －0.9875 ＊＊＊ －0.9873 ＊＊＊ －0.8840 ＊＊＊ －0.9277 ＊＊＊ －0.9181 ＊＊＊

（0.3360） （0.2962） （0.2981） （0.3330） （0.3284） （0.3280） （0.3373） （0.3347） （0.3424）
TMT 規模 －0.1003 －0.1197 －0.1077 －0.1137 －0.1047 －0.1024 －0.1148 －0.2048 －0.2009 

（0.1446） （0.1536） （0.1547） （0.1405） （0.1253） （0.1235） （0.1388） （0.1874） （0.1913）
創業年数 －0.0102 0.0072 0.0088 －0.0096 －0.0162 －0.0174 －0.0060 －0.0080 －0.0079 

（0.0122） （0.0137） （0.0140） （0.0180） （0.1253） （0.0172） （0.0126） （0.0125） （0.0126）
切片 7.1424 15.1721 13.7908 14.8219 ＊＊＊ －0.0162 ＊＊＊ 13.1534 ＊＊＊ 14.9560 ＊＊＊ 13.6797 ＊＊＊ 14.2010 ＊＊＊

（7.8467） （9.6883） （9.5282） （4.0318） （0.0171） （3.6218） （3.8791） （3.4310） （3.5716）
修正済み決定係数 0.1084 0.1757 0.1871 0.0961 0.1773 0.1794 0.0954 0.1145 0.1157
観測数 101 101 101 101 101 101 101 101 101

カッコ内はロバスト標準誤差。＊＊＊，＊＊，＊は，それぞれ 1，5，10% 有意を表す。
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表 2　相関表
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＊＊＊，＊＊，＊は，それぞれ 1，5，10% 有意を表す。

表 3　重回帰分析の結果

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）

年齢異質性 0.5391 ＊＊＊ 0.7000 ＊＊＊
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（0.0627） （0.0867）
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（0.0444） （0.1103） （0.0436） （0.0734） （0.0442） （0.3321）
年齢異質性×クラン文化 －0.0496 ＊
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在職期間異質性×クラン文化 －0.0061 

（0.0115）
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平均年齢 0.1476 －0.0410 －0.0212 
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平均在職期間 0.0143 0.0404 0.0430 

（0.0481） （0.0450） （0.0456）
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（0.1446） （0.1536） （0.1547） （0.1405） （0.1253） （0.1235） （0.1388） （0.1874） （0.1913）
創業年数 －0.0102 0.0072 0.0088 －0.0096 －0.0162 －0.0174 －0.0060 －0.0080 －0.0079 

（0.0122） （0.0137） （0.0140） （0.0180） （0.1253） （0.0172） （0.0126） （0.0125） （0.0126）
切片 7.1424 15.1721 13.7908 14.8219 ＊＊＊ －0.0162 ＊＊＊ 13.1534 ＊＊＊ 14.9560 ＊＊＊ 13.6797 ＊＊＊ 14.2010 ＊＊＊
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ら生まれるはずの建設的な議論を抑制してしまうという理論を提唱した。

　第三に，組織文化という測定が難しい概念に対し，テキストマイニングという客観的な手法を適用し，

定量的な変数として分析モデルに組み込んだことで，今後の文化研究における方法論的な選択肢を広げ

た点である。

　第四に，実務的貢献として，調和を求める文化の単純な肯定に警鐘を鳴らしたことである。TMT の

年齢異質性を活かした経営を行いたい企業に対し，調和を重視するあまり同調圧力が強くなり，建設的

な対立をなくしてしまっていないかをチェックする必要があることを本研究は示唆している。

　本研究の限界点としては，以下の点が挙げられる。

　第一に，組織文化を十分に定量化できていない点である。本研究ではテキストマイニングという手法

を用いたが，2 つの点で限界点がある。一つ目は意味の文脈的喪失である。テキストマイニングは単語

の頻度や共起に基づいているが，組織文化の真の理解には不可欠な言葉の裏側にある文脈やニュアンス

を捉えることができない。二つ目は行動との乖離である。経営理念に記述される文化は表向きの文化で

あり，従業員の実際の行動とは異なる可能性がある。

　第二に，製造業のみに業界を絞り，また上場企業の中でもさらに時価総額ランキング上位 250 位ま

での企業を対象としている点である。このサンプル設計により，本研究の知見は主に大規模な日本の製

造業に限定されているため，その他の規模の製造業，または非製造業については本研究の結果が適用さ

れるとは限らない。

　これらの限界点を踏まえ，TMT 研究ならびに組織文化の研究に関してさらなる研究を進めることを

今後の目標とする。
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